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18歳成人化によって， 若者の政策立案 ・ 決定過程への参画促進が益々の課題となってくる。 本研究は， 自治体施策へ
の参画方法の一手段である市民意識調査について， 18歳～22歳の若者 ・ 学生市民の参画の視点から， 現状の問題と課
題について考察し， 自治体が検討すべき新制度の設計方向として， 大学との連携 ・ 協働案を提示するものである。 考察に
当たっては， 大学が集積し若者 ・学生が多数存在する福岡市を事例とし， 福岡市 「市政に関する意識調査」 における若者
意識と， 市内大学生対象アンケート結果の比較を中心とする実証的なアプローチを採用している。





































































2． 18歳成人時代における市民意識調査の課題 -福岡市の事例を中心に -












帳による無作為抽出法，⑤調査方法：郵送法，⑥調査期間：平成29年 6 月15日～6 月30日，
⑦調査主体：福岡市市長室広聴課，⑧調査実施機関：委託機関（名称省略），⑨調査結果分
析：総括執筆・各論監修（3 名氏名省略）。
2 . 2． 若者 ・学生市民に関する課題
2 . 2 . 1． 施策提言の根拠にし得るサンプル数の確保
「市政に関する意識調査」は，若者・学生市民の声を把握し市政に反映できているだろうか。
平成29年度「市政に関する意識調査」を見ると，年齢属性が高齢者層に偏っていることが













実数 比率（A） 実数（C） 比率（B） （D） （B-A） （C-D）
年代別
18～29歳 224,717 17.6 243 10.2 421 -7.44 -178
30代 226,235 17.7 360 15.1 423 -2.67 -63
40代 240,679 18.9 440 18.4 452 -0.45 -12
50代 180,050 14.1 382 16.0 337 1.87 45
60代 186,462 14.5 458 19.2 347 4.62 111
70歳以上 218,817 17.2 507 21.2 409 4.06 98計
1,275,960 100.0 2,390 100.0 2,389
再掲
18・19歳 30,447 2.4 33 1.4 57 -1.01 -24




































全体（18歳以上） 2,450 72.8 20.0 2.1 0.9 2.6 1.6
20歳以上 2,417 72.9 20.0 2.2 0.9 2.4 1.7
18歳・19歳 33 66.7 21.2 - - 12.1 -
18歳～29歳（＊） 242 58.8 25.8 3.6 3.6 6.8 1.7
男性 103 56.3 21.4 4.9 4.9 10.7 1.9
女性 139 61.2 30.2 2.2 2.2 2.9 1.4
18歳～22歳 80 51.3 33.8 1.3 2.5 10.0 1.3
学生 50 48.0 30.0 2.0 2.0 16.0 2.0
































18歳 16,842 1.3% 13,928 1.1% 2,914
19歳 19,967 1.5% 15,124 1.2% 4,843
20歳 19,474 1.5% 16,258 1.3% 3,216
21歳 19,106 1.5% 17,300 1.4% 1,806
22歳 18,824 1.5% 18,140 1.5% 684
18～22歳
（再掲）
94,213 7.3% 80,750 6.5% 13,463











全体（18歳以上） 2,450 33.3 44.9 6.8 3.9 9.3 1.8
20歳以上 2,417 33.3 44.9 6.7 3.9 9.3 1.9
18歳・19歳 33 30.3 45.5 15.2 3.0 6.1 -
18歳～29歳（＊） 242 23.9 45.6 10.0 8.8 10.1 1.7
男性 103 29.1 40.8 7.8 11.7 8.7 1.9
女性 139 18.7 50.4 12.2 5.8 11.5 1.4
18歳～22歳 80 20.0 46.3 12.5 6.3 15.0 -
学生 50 18.0 56.0 12.0 4.0 10.0 -
学生以外 30 23.3 30.0 13.3 10.0 23.3 -
（＊）男性・女性の値の平均
出所：福岡市（2018，p.13）を基に筆者加筆作成
3 福岡市ウェブサイト A：「平成 27 年福岡市国勢調査人口」より。




福岡市にはCの学生が多数存在することは，学校基本調査（ 5 月 1 日現在）5から明らかだ。
平成27年度のデータによると，市内の大学・短大の在籍者数は77,085人，専修学校・各種学
校在籍者数は31,765人である。これには18歳未満23歳以上の学生も含まれるが，10万人を超































3 . 1． 学生アンケートの調査設計方針と調査概要





3 . 1 . 2． 調査概要
実施した調査の概要を表 6 に示す。
3 . 2． 学生アンケート結果


























































































































3 . 2 . 2． 共通項目 「住みやすさ」 の回答比較分析















全体（N=502） 64.3 34.3 98.6
福岡市居住×市民（n=202） 78.2 21.3 99.5
福岡市居住×非市民（n=120） 55.8 42.5 98.3
福岡市非居住×非市民（n=124） 54.0 42.7 96.7







全体（N=502） 64.3 27.1 91.4
福岡市居住×市民（n=202） 77.7 19.8 97.5
福岡市居住×非市民（n=120） 64.2 31.7 95.9
福岡市非居住×非市民（n=124） 43.5 33.9 77.4















3 . 2 . 2 . 4． 「今後福岡市に住みたいと思うか （非居住者）」
学生アンケートに回答した，福岡市非居住者「市内に通学する学生」のうち，今後福岡市に
「住みたい」 は 62.1% であった。 これは，「市民ではない学生居住者」 の【住み続けたい】
59.2%とほとんど差が見られなかった。











福岡市居住者全体（n=337） 47.2 28.8 76.0
福岡市居住×市民（n=202） 58.9 26.7 85.6
福岡市居住×非市民（n=120） 27.5 31.7 59.2
【福岡市調査18歳～29歳（n=242）】 58.8 25.8 84.6
【福岡市調査18歳～22歳・学生（n=50）】 48.0 30.0 78.0
就職意向そう思う（n=136） 86.8 9.6 96.4
どちらかといえばそう思う（n=97） 37.1 54.6 91.7
どちらかといえばそう思わない（n=36） 2.8 33.3 36.1




























全体（N=502） 27.5 42.2 69.7
福岡市居住×市民（n=202） 36.1 40.6 76.7
福岡市居住×非市民（n=120） 22.5 42.5 65.0
福岡市非居住×非市民（n=124） 22.6 40.3 62.9
【福岡市調査18歳～29歳（n=242）】 23.9 45.6 69.5















買物の便利さ 91.3 1.8 0.4 -0.2
新鮮でおいしい食べ物の豊富さ 82.3 6.9 -9.8 -0.8
医療機関の充実 79.8 9.9 1.1 -11.2
交通の便 79.1 8.0 14.2 -4.1
人の親切や人情味 75.5 6.2 -10.5 0.1
住宅事情 71.9 18.7 11.5 -1.7
自然環境の豊かさ 70.6 18.1 5.3 1.2
物価の安さ 67.3 12.9 5.2 -2.0
自然災害の少なさ 63.0 20.7 12.0 3.1
芸術・文化水準 57.3 18.4 6.0 0.0
レジャー・レクリエーション施設の充実 55.3 18.5 8.9 3.6
就業機会の多さ 47.9 17.9 13.8 18.2
教育環境 45.3 30.4 24.7 17.6
市民のマナー 44.1 17.3 2.6 1.1
福祉の充実 42.0 32.8 18.0 15.3
地域住民の連帯感の強さ 41.8 33.0 10.8 9.9
子育てのしやすさ 30.4 25.8 10.4 15.6







3 . 2 . 4． 学生が新規に考案し追加した項目の回答分析




















全体（N=502） 30.1 34.7 64.8
大学卒業後つきたい職業
営業企画・営業部門（n=141） 26.2 35.5 61.7
総務・経理・人事などの管理部門（n=93） 34.4 32.3 66.7
商品企画・開発・設計部門（n=91） 38.5 35.2 73.7
広報・宣伝部門（n=60） 23.3 30.0 53.3
海外営業などの海外事業部門（n=31） 32.3 35.5 67.8
その他（n=41） 24.4 34.1 58.5
大学卒業後働きたい業界
金融業，保険業（n=92） 35.9 29.3 65.2
卸売業，小売業（n=78） 28.2 38.5 66.7
サービス業（ほかに分類されないもの）（n=60） 25.0 45.0 70.0
公務（n=34） 20.6 47.1 67.7
宿泊業，飲食サービス業（n=31） 19.4 48.4 67.8
不動産業，物品賃貸業（n=29） 34.5 17.2 51.7



















































































3 . 3． アンケート総括 ：調査設計モデル検討の課題

























































































































5． 若者 ・学生市民意識調査の提案 -まとめにかえて -








































10 FukuokaFacts ウェブサイト :「福岡は人材の宝庫 - 学生数割合・留学生数 -」より。
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18 歳成人社会に求められる市民意識調査の活用方向
既存の大学ネットワークを有する自治体は，そういった組織との連携・協働が実践的であろ
う。福岡市のネットワークは法人化されておらず，活動が限定的にならざるをえないが，大学
コンソーシアム京都で行われているような，会員大学生が受講可能な科目「京都を探る」と
いった内容の授業を，「福岡を知る」として開講し，教養・基礎教育科目として単位互換する
方法なども検討できるのではないか。
そこで，「複数大学による共同授業」案である。協働授業の中で，学生向けの抜粋版市民意
識調査を実施する。自治体職員をゲスト講師として招きつつ，大学教員と15回シリーズを分
担して受け持つ。そうすれば，事前学習もアンケートの基礎知識も学べる。大学で実施しても
良いが，集中講座として庁舎ホール等で行えば，より臨場感が溢れた内容になるだろう。ただ，
「○○市を知る」といった選択科目は，元々興味のある学生しか履修しない可能性があるので，
サンプル学生にバイアスがかかることには留意しなければならない。
大学のネットワークが形成されていない，あるいは大学数が少ない自治体においては，個別
大学の既存科目のなかで関連性の深い科目（可能であれば教養・基礎科目）を担当する教員と
連携し実施する「既存授業との連携」案の検討が考えられる。この方法は 4．で述べたように，
事務的な煩雑さが懸念される。また，とりまとめを行う大学教員を選定し，異なる大学に所属
する学生が，異なる場所から安全に簡単にアクセスできるWEBサイトを構築するなど技術上
の検討が必要である。
本稿のまとめとして，政令指定都市などの大学集積都市においては「共同授業」，それ以外
の自治体においては「既存授業との連携」の検討を，市民意識調査を実施する自治体に示した
い。
この案の具体的な展開条件についての更なる調査研究が，今後の課題である。
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